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これからのビジネスに 
デジタルテクノロジーは不可欠

　スマートフォン，タブレットなど
の新しいデバイスの登場，クラウ
ド，ソーシャル，ビッグデータ分析
等に代表されるように，デジタル
テクノロジーを用いた事業展開が
進んでおり，企業活動への影響が
目に見えるまで進んでいる。また，
従来のデバイスに限定されてない
インターネットの拡大が予測され
ており（IoT: Internet of Things），
デジタルテクノロジーを使いこな
すことがビジネスに必要不可欠な
時代が到来している。
　デジタルテクノロジーを使いこ
なすには，デジタルテクノロジー
への深い理解に基づいて，ビジネ
スにイノベーションを起こせる人
材が必要だが，そのような人材の
活用には様々な問いがつきまと
う。「デジタル人材はそもそもど
こにいるのか」「現有のIT人材は
活用できるのか」といった入口の
議論を越えることさえ難しいケー
スがある。そこで，デジタル技術
への適合性が高いとされる「デジ
タルネイティブ」が，有力な人材

の候補として挙がってくる。

デジタルネイティブの特性と 
日本型人事管理とのギャップ

　デジタルネイティブとは，生ま
れた頃からパソコンやインターネ
ットが身近にあり，SNS等を介
したコミュニケーションに親しん
できた世代を意味している。
　米国では一般に「ジェネレーシ
ョンZ」を指すことが多く，日本
では「ポスト団塊Jr.」や「ゆと
り世代」に相当する（図表 1）。

個人差はあるものの，この世代は，
スマートフォンやタブレット上で
アプリを使いこなすなど，テクノ
ロジーが日常生活の一部となって
おり，技術変化に適応し，応用し
て新しい価値を生み出すことに意
欲的だといわれている。
　デジタルネイティブは，仕事へ
の価値観でも，これまでの世代と
異なる特性を有している。就職先
企業を選ぶ際に企業の将来性や給
与・福利厚生等の処遇を重視し，
また，条件次第では別の企業に移
ることも厭わない等，シビアな判
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図表1　日米世代別　価値観や働き方の志向性
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ベビーブーマー

▪週60時間労働
▪会社に対する高い忠誠心
▪強固な職業・労働倫理

（1940-1960年頃生まれ）

▪ワークライフバランスの
重視

▪プロフェッショナル志向
▪日常的なパフォーマンス
のフィードバック

ジェネレーションX
（1960-1970年頃生まれ）

▪パフォーマンス重視
▪家族中心主義
▪ミージェネレーション
（the “Me” generation）
▪多文化の受容
▪チームワーク志向

ジェネレーションY
（1970-1990年頃生まれ）

▪独立志向，こだわりが強
い，プラグマティックであ
り，スピード感を重視
▪デジタルネイティブ
メディア・ソーシャルテク
ノロジーとの強い繋がり

ジェネレーションZ
（1990-2000年頃生まれ）

▪やりがい重視で仕事に個
性や社会性を求める

▪ロスジェネ，就職氷河期，
さとり世代で非正規雇
用，フリーターの拡大
▪ネットやパソコン，携帯に
幼少期から接する“繋が
り世代”

（1975年-2000年頃生まれ）
ポスト団塊Jr.・ゆとり世代

▪就社ではなく就職の意識
▪市場で通用する専門性，
プロフェッショナルを志向
▪転職・起業への関心
▪ワークライフバランス

（1970-1975年頃生まれ）
団塊Jr.世代

▪大企業，ブランド志向
▪苦労知らず（消費・レジ
ャーを謳歌）
▪ニューウェイブの台頭（新
しい感性，ファッション・
音楽等の新トレンド）

（1954-1969年頃生まれ）
断層・新人類・バブル世代

▪終身雇用の前提
▪会社に対する高い忠誠心
▪長時間労働を厭わず，プ
ライベートよりも仕事を優
先
▪飲みニケーション

（1946-1953年頃生まれ）
団塊世代



792015.8　人事マネジメント
www.busi-pub.com

断を行う傾向がある（図表 2・3）。
　また，デロイトが行った調査
（Deloitte Millennial Survey 2015
他）によると，デジタルネイティ
ブの組織や仕事に対する考え方は
図表 4のようにまとめられる。こ
れは，Employee Value Proposition
と呼ばれる企業の従業員に対する
訴求価値を検討する際に用いられ
るフレームワークに順じて作成し
たものであり，「個性」や「ダイ
バーシティ」，さらに「自発的」
といったキーワードが目を引く。
このようなデジタルネイティブの
価値観を見ると，日本企業で主流
となっている大量の従業員を集合
的・画一的に扱う人事管理にハメ
ることは容易ではないと考えられ
る。
　デジタルネイティブが活躍する
ための仕組み・その仕組みが効果
的に動くための土壌作りが喫緊の
課題といえるのではないか。

なぜ今のビジネスには， 
デジタルネイティブが必要 

といえるのか？

（1）「タレント」としてのデジタル
ネイティブ
　パソコンに代わるモバイルデバ
イスの普及ならびにクラウド，ビ
ッグデータ等のテクノロジーの進
歩によってビジネスおよび業務は
劇的に変化している。すでに先進
的なグローバル企業では，テクノ

ロジーと事業を一体不可分として
捉え，戦略を構想し，実行するた
めの組織設計や人材の活用に着手
している。
　例えば，自社のテクノロジーの
強化のみならず，テクノロジーを

通じた事業戦略の構想・実行に
責任を負うChief Digital Officer
（CDO）を，CEOやCFOと同様
に設置し，経営とテクノロジーの
一体性をより高めようとする企業
も出てきている。

第8回：デ
ジタル時代

の人材マネ
ジメント

図表2　就職先企業を選ぶ際に重視するベスト5
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出所： 「2016年度日経就職ナビ学生モニター調査結果（2015年1月発行）」
 「2012年度日経就職ナビ学生モニター調査結果（2010年11月発行）」
 「就職先企業を選ぶ際に重視する点」をもとにデロイト トーマツ コンサルティング編集

図表3　新入社員の意識調査結果
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出所：「2014 年度新入社員秋の意識調査」公益財団法人日本生産性本部
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　もっとも，M&Aや事業提携を
行えば，新たなテクノロジー自体
をそれほどの労力をかけることな
く自社に取り込むことはできる。
しかし，イノベーションを創出し，
競合相手の機先を制するために
は，組織や人材の整備が必要であ
り，中長期的な視点でいえば自前
での人材の活用が望ましい。よっ
て，テクノロジーへの親和性が高
く，新たなアイデアの創出が期待
できるデジタルネイティブから，
いかに優秀な人材を確保できるか
が，企業の競争優位の向上につな
がるといえる。

（2）「消費者」としてのデジタルネ
イティブ
　もう 1つの視点は，消費者とし

ての顔である。例えば1990年以
降生まれに限っても人口の 2割以
上を占めており，今後，遠くない
将来にデジタルネイティブが，消
費者の多数派を形成していくと予
測される。その際には，この世代
の価値観・行動特性やニーズに対
応した商品・サービスの開発なら
びにマーケティングの構想が必要
になる。
　ある海外の銀行では，従来の対
面型販売にとらわれることなく，
デジタルネイティブをターゲット
にFacebook支店を開設。別の銀
行の事例では，18歳～ 28歳を狙
った金融サービスを開発。若者向
けの金融サービスをうたい，豊富
なカスタマイズ機能や特典を盛り
込んだサービスを開発し，若者が

足を踏み入れやすいユニークな店
舗づくりに注力している。
　デジタルネイティブの台頭によ
り，消費者の価値観や行動特性は，
絶えず変化している。競争相手よ
り優位に立つためには，消費者の
変化を機敏に捉え，テクノロジー
を活用してサービスを開発できる
人材を，若い世代から獲得し，活
用していくことが重要となる。
　「若い世代のほうが賢い」
（“Young People are Just Smarter”）。
Facebookのマーク・ザッカーバ
ーグの発言に表されるように，新
しいテクノロジーを自然に，そし
て，貪欲に学ぶ若い人材を自社に
て育み，活躍の場を与えていくこ
とが市場競争を戦ううえでの に
なりそうだ。

デジタルネイティブ 
活用のアプローチ

　デジタルネイティブの活用で
は，根本的な価値観の違いを認め
て特有の才能を活かす新しい人材
マネジメントが求められる。デロ
イトでは，要員計画・採用・能力
開発・評価と退職抑制の各段階ご
とに，デジタルネイティブの価値
観を認め，その才能を活かす新し
い人材マネジメントを提唱してい
る（図表 5）。

■段階 1：要員計画
　計画段階では，期待する役割や

図表4　デジタルネイティブの企業や仕事に対する価値観

© 2015. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

出所：Deloitte Millennial Survey 2015等を参考にデロイト トーマツ コンサルティング作成

（Deloitte Employee Value Propositionにより整理）

Deloitte EVPのフレームワーク デジタルネイティブの価値観（例）
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動き方を再定義することが重要
だ。幼少期からパソコンやスマー
トフォンに慣れ親しみ，新しい情
報技術と親和性があるデジタルネ
イティブの特性を事業の推進に最
大限に活用するためには，従来組
織になかった役割や動き方の定義
が求められる。
　事業部では，オムニチャネルな
どに代表されるオンライン販売や
マーケティングを推進する役割
等，得意分野における役割定義が
考えられる。
　新たな役割の創出は，事業部に
限られず，例えば，人事部内でも
同様の取り組みができる（例：モ
バイルやゲーミフィケーションを
活用した研修コンテンツの作成
や，SNSを活用したダイレクト
採用の推進，等）。
　先進的な企業では，デジタルの
活用を専門とした部隊を設置して
いる例がある。現組織で新たに役
割を作ることが難しい場合は，専

門組織に人材を集中するような手
段も採りうる。

■段階 2：採用
　採用では，Facebookをはじめ
とするSNSを介した採用チャネ
ルの強化や，SNSでの露出を意
識したブランディングの強化等，
デジタルネイティブの価値観にヒ
ットする採用への転換が必要とな
る。
　デジタルネイティブはSNSを
活用したコミュニケーションを重
視する傾向があり，そこから得ら
れた口コミなどの情報も踏まえな
がら様々な判断を行っている。実
際に，面接や筆記試験の内容を
SNS上で共有し，応募の判断や
試験の対策を立てることが新卒学
生の間では当たり前に行われてい
る。
　また，仕事に対してはやりがい
重視で個性や社会性を求める傾向
が強いという特性を考慮した企業

側からのメッセージ発信が重要
だ。メッセージ発信を通じて，入
社後のイメージを具体的に抱かせ
る工夫が求められる（「個性を活
かせる職場」「会社で実現したい
ことが達成できる」期待感，等）。
　 具 体 的 に は，Facebookや
LinkedInなどを通したダイレクト
採用の強化・拡充，有効な採用メ
ッセージ発信による認知度向上と
良質な採用母集団の形成が求めら
れる。また，既存の社員からの紹
介・推薦などによるリファーラル
採用も個人同士のネットワークを
重視するデジタルネイティブには
有効といえる。

■段階 3：能力開発
　能力開発では，プロフェッショ
ナルスキル研修，OJT，働き方（職
場環境整備）がポイントになる。
デジタルネイティブは，自らのや
りがいやキャリア，生活の実現に
ついて強いこだわりがあり，興味
のあるスキルの習得には非常に貪
欲だ。自らの志向に沿った専門的
なスキル獲得・向上の機会を提供
することで，能力開発の効果およ
びモチベーションの向上が期待で
きる。
　一方，職場の関係性では，フラ
ットな関係を好む傾向がある。
OJTは旧来の徒弟制度のような上
下の「タテ」関係ではなく，寄り
添う形の「ナナメ」や「ヨコ」の
関係が望ましい。

図表5　デジタルネイティブの人材マネジメントサイクル

© 2015. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.
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　働き方（職場環境整備）でも，
プライベートを重視し，いつでも
どこからでも働ける職場環境を望
む傾向が強い。「 9時出社，18時
退社が基本。ただし，残業は日常
的」といった環境では生産性が上
がらないばかりか，モチベーショ
ン低下や退職リスクの増大が懸念
される。今後は，従業員満足度と
生産性を高める観点から，働く時
間と場所を柔軟に選択できる環境
の整備がより一層必要だ。具体例
として，1日限定の在宅勤務制度，
フレックスタイム制度の拡充，成
果にコミットすることで基本給を
減額しない短時間勤務制度の整備
等が考えられる。

■段階 4：評価・退職抑制
　評価・退職抑制では，チェック
イン式のフィードバック，モチベ
ーション向上策，Know-whoネッ
トワークコミュニティ強化などが
重要となる。この世代は，明確な
理由を重視する傾向があり，短期
間で日常的な成果や能力の改善に
関する意見交換を行うチェックイ
ン式フィードバックは，有効なマ
ネジメント手段となりうる。
　また，モチベーション向上策と
しては，オフィス環境をいかに魅
力的にするかが改めて重要視され
ている。米国西海岸では，オフィ
スを魅力的にして優秀な人材を獲
得・確保することが主流になって
おり，魅力的なオフィスでなけれ

ば採用が難しい状況だ。実際に，
デロイトと取引関係がある米国企
業が日本に進出するにあたり，立
地環境を重視して表参道や青山な
どの若い世代に魅力的な立地を選
定し，従業員が快適に過ごせるよ
うにコミュニティスペースを盛り
込む等，従業員へのホスピタリテ
ィを配慮した設計を行っている。
　また，デジタルネイティブは，
人との出会いや関係性を重視して
いることから，例えば，定期的な
従業員同士の交流の場を意図的に
作り，従業員が積極的にKnow-
whoネットワークコミュニティを
強化する仕組みを作っていくこと
も求められる。

デジタルネイティブを 
迎え入れ，活かす事例

　このように，デジタルネイティ
ブを活用していくには，行動特性
や価値観を尊重し，彼らが活き活

きと働ける新しい人材マネジメン
トに則った労働環境の整備が重要
である。業態を急拡大させている
ネットベンチャーの採用事例，そ
して，そのような人材を迎え入れ
ているデロイトの事例の 2つを紹
介したい。

■事例 1：業態を急拡大させてい
るネットベンチャー
　この企業では，独自のインター
ネットサービスを展開しており，
近年は海外での展開に力を入れて
いる。事業の展開スピードを維持・
加速していくため，優秀な人材，
特にエンジニアの獲得・引き留め
策の強化を迫られていた。そこで
デジタルネイティブをターゲット
に，職場の魅力を訴求できるポイ
ントを前述の 4つの段階で精査
し，メッセージやコンテンツの魅
力・正確性を向上させた。併せて
採用ウェブサイトを含め掲載媒体
の見直しを検討した。

図表6　日米のエクセレントカンパニーの入れ替わりの推移

© 2015. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

出所：フォーチュン500に関する分析結果
http://www.aei.org/publication/fortune-500-firms-in-1955-vs-2014-89-are-gone-and-were-all-better-
off-because-of-that-dynamic-creative-destruction/
https://www.constellationr.com/research/elements-business-architecture-digital-transformation
東証第1部のデータはBloomberg SPEEDA 等のデータをもとにデロイト トーマツ コンサルティングが試算
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　また，採用チャネルについても，
デジタルネイティブの特性を踏ま
えて，LinkedInなどのダイレクト
採用や社内からの紹介などによる
リファーラル採用を強化するな
ど，採用方法の多様化を図ること
で，より効果的な採用の実現を目
指した。

■事例 2：デロイト（デロイト 
デジタル）
　では，具体的に，デジタルに強
い人材を迎え入れる際にどのよう
な取り組みが行われるのか。デロ
イトでは，デジタルテクノロジー
のビジネス領域への活用をグロー
バル規模で推進しており，デジタ
ルへの造詣の深いクリエイティブ
人材を外部から迎え入れた。
　そのような人材は，現有の経営
およびITコンサルタントと異な
る特性を有しているため，魅力的
な職場として映るように，新たな
環境を整備した。これには，服飾
規定を含む就業規則，採用基準，
評価，労働環境等，幅広い課題へ
の取り組みに及んだ。具体的には，
服飾規定ではスーツにこだわらず
カジュアルな服装を許容した。採
用では，従来のコンサルタント職
とは異なる基準を適用し，併せて
自由かつ広いオフィス環境を準備
した。しかしながら，異質な人材
を社内に迎え，異なる環境を用意
することに対しては慎重な声が挙
がった（比較的フラット・柔軟な

組織で動いているコンサルティン
グ会社であるにもかかわらず）。
そのような声に対しては，「デジ
タルの切り口でコンサルティング
ビジネスにイノベーションをもた
らす」といった目的を明確に伝え，
社内の合意形成を図った。
　働き方の文化や，そもそものビ
ジネスモデルの違いにより，従来
のコンサルタントとの協働が難し
い場面はあるものの，組織があえ
て多様性を受容し“異質なもの”を
取り込むことによって，ビジネス
にイノベーションを創出する仕掛
け作りに挑んでいる。

企業の生き残りのために 
デジタルネイティブの活用を

　図表 6は，日米においてエクセ
レントカンパニーの寿命がいかに
縮んでいるかを示したものだ。競

争の激化により，「エクセレント
カンパニー」と呼ばれる企業の生
き残りが困難であることが分か
る。企業は，持続的な成長を行う
うえでは，絶えずイノベーション
によって「ブレークスルー」を起
こしていく必要があり，その糸口
として，デジタルネイティブの活
用を考えてみてはいかがであろう
か。
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